
指標
（項目）

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(1)
香美市移住定住交流業
務委託

香美市移住定住交流センターで、移住
相談窓口業務、移住者に対する定住支
援、地域住民に対する移住協力、移住
定住交流業務を行う。

社会増減及び自然増減を集
計した人口増減が増となる

移住相談件数 地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(1)
地域の体験見本市イベ
ント「かみめぐり」

香美市の食や自然、伝統、名所等を巡る
プログラム「かみめぐり」を実施し、市の魅
力を発信することで、移住検討者や関係
人口の創出を図る。

社会増減及び自然増減を集
計した人口増減が増となる

プログラム申込者数 地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(2)
香美市お試し移住体験
住宅事業

香美市での暮らしを体験し生活環境の
理解を深めてもらうため、公営企業局の
遊休中職員宿舎（単身者用）と市営住宅
セトル成矢（世帯向け）を移住希望者へ
短期居住体験住宅として提供する。

社会増減及び自然増減を集
計した人口増減が増となる

住宅利用者数 地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(4)
香美市空き家改修等補
助金

中山間地域の空き家改修費用を条件付
で補助し、空き家バンクの登録物件を増
やし、移住促進を行う。

社会増減及び自然増減を集
計した人口増減が増となる

新規空き家バンク登録戸
数

住
宅
政
策
課

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(4) 香美市空き家調査事業

継続的に地域にある空き家を<すぐ入居
できる空き家：Ａ>から<廃屋：Ｄ>までラン
ク付けして現地調査を行う。
入居可能な空き家で賃貸や売買が可能
な空き家は、「空き家バンク」に登録す
る。
また、地域が求める人材や自治活動など
を含めて情報収集を行う。

社会増減及び自然増減を集
計した人口増減が増となる

新規空き家バンク登録戸
数

住
宅
政
策
課

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(5)
奥物部 学びの里・家族
滞在住宅整備事業

活用が低調な市営住宅北村団地の2階
部分4室を教育移住家族向けの滞在住
宅として活用する。

大栃保小中への入園・入学を
理由とした教育移住希望世帯
へ良質な住環境の入口を提供
することで、児童生徒数の確保
を通じて地元の保育園、小中
学校および地域の持続可能性
が高まる。

教育移住家族向け滞在
住宅への入居戸数 教

育
振
興
課

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
地域振興

1.地域への人の
呼び込みと定着
促進

(6) 少子化対策事業

出会いの機会の提供や講座の開催、サ
ポートシステムの紹介など、結婚を希望
する若者への結婚に向けて支援を行う。

若い世代の結婚及び出逢いを
応援することで、結婚を理由に
した転出を抑制すると同時に、
結婚を理由とした転入者を増
やす。

イベント参加者同士で連
絡先を交換した人

地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

2.持続可能な地
域づくり

(1) 移動スーパー支援事業

中山間地域の買い物環境の改善を図
り、住民が中山間地域で安心して暮らす
ため、移動販売事業を行う事業者等を支
援する。

中山間地域における買い物難
民をなくす。

支援金交付事業者数と
事業者数（市が定めるエ
リアで営業を行う移動販
売車数）の維持

地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

2.持続可能な地
域づくり

(2)
平山地区活性化交流事
業

拠点施設「ほっと平山」を運営し、陶芸教
室や宿泊・研修事業、地域行事等の多
彩な活動を支援する。

拠点施設での交流活動を通じ
て地域内外の繋がりを深め、
地域の活力を維持・向上する。

施設全体の年間延べ利
用者数 地

域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

2.持続可能な地
域づくり

(2) 集落活動センター事業

愛着のある住み慣れた地域で暮らしつ
づけるために、地域住民が主役となり、そ
の地域で必要な仕組みを構築し、集落
の維持・再生を目指す活動を支援する。

持続可能な地域づくりのため
に、地域住民が主体となり継続
的に地域活性化に取り組んで
いけるような仕組みができる。

３箇所の集落活動セン
ターでの地域交流イベン
ト開催数

地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

2.持続可能な地
域づくり

(3) 地域づくり支援員事業

集落支援員を配置し、水源地や伝統行
事などの地域資源を活用した活動を支
援する。住民との対話を通じて地域課題
を把握し、行政との連絡調整により共同
作業等の円滑な実施を図る。

地域活動の担い手不足を補
い、住民同士が支え合う仕組
みを維持することで、持続可能
な集落機能を確保する。

地域資源を活用した地
域の取組の支援回数 地

域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

2.持続可能な地
域づくり

(3)
ふるさと住民登録・活用
推進事業

市外在住者を「ふるさと住民」に登録し、
アプリ等を活用した情報発信や交流事
業を実施する。多様な関係人口の創出
を通じ、地域の人手不足緩和と中長期的
な地域活性化を図る。

ふるさと住民との協働を通じ
て、地域活動の担い手不足を
解消される。

ふるさと住民アプリの活
用実績

地
域
創
生
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
放課後児童健全育成事
業

保護者が労働等により昼間いない概ね
10歳未満の就学児童に対し、授業の終
了後に児童厚生施設等を利用して安全
で健やかな遊び、生活の場を提供する。

就労等により昼間家庭にいな
い保護者であっても、安心して
就労環境を維持できる。

待機児童数 教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
延長保育事業
（保育標準時間の実施）

あけぼの保育園で12時間保育、ひまわり
保育園で11.5時間保育を実施する。あけ
ぼの・美良布・ひまわり保育園で、土曜日
の11時間以上の保育を実施する。なかよ
し保育園で、3～5歳児の土曜日11時間
保育を実施する。

就労時間が長い保護者であっ
ても、安心して就労環境を維
持できる。

延長保育希望数の対応
不可件数 教

育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
低年齢児保育等促進事
業

低年齢児の途中入所については年間を
通じて希望者が多いことから、各々の保
育所において安定的に低年齢児保育を
実施できるよう、低年齢児保育を担当す
る保育士を確保する。

早期の職場復帰のために、年
度途中に低年齢児の入所を希
望する保護者が増加している。
こうした保護者が安心して職場
復帰をできる。

加配による途中受入児
童数
①0歳児クラス
②1歳児クラス
③2歳児クラス

教
育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1) 病児保育事業

保育中に体調不良となった園児につい
て、保護者の迎えが来るまで専用の部屋
等で保育を実施する（なかよし・ひまわり
保育園のみで実施）。

就労中に、児童が病気になっ
た際、自宅での保育が難しい
保護者であっても安心して就
労を継続できる。

病児を受け入れることが
できる設備を備えた施設
数

教
育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
多子世帯保育料軽減事
業

児童を3人以上扶養している世帯で、第3
子以降の児童のうち3歳未満（申請年度4
月1日時点）の児童の保育料を軽減す
る。保育所は保育料の全額、届出認可
外保育施設は5万円を上限として軽減す
る。ただし、子育てための施設等利用給
付を受けている場合は、月額5万円から
当該給付月額を差し引いた額を限度と
する。

多子世帯の保護者全員の保
育料を軽減することで、多子世
帯であっても、子どもを安心し
て生み育てることができる。

保育料等軽減児童数

教
育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
一時預かり事業（幼稚
園型）

幼稚園又は認定こども園で幼稚園等に
在籍する満3歳以上の幼児で教育時間
の前後又は長期休業日等に当該幼稚園
等で一時預かりを実施する。

就労時間が長い保護者であっ
ても、安心して就労環境を維
持できる。

一時預かり（幼稚園型）
を実施できる設備を備え
た施設数

教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(1)
一時預かり事業（一般
型）

保育所、幼稚園、認定こども園等を利用
していない香美市内に住所を有する就
学前の児童を対象に、一時的に家庭で
の保育が困難となった等の理由やリフ
レッシュのために、昼間において保育所
等で乳幼児の一時預かりを実施する（子
育てセンターなかよし・びらふ・第二土佐
山田幼稚園でのみ実施）。

子育て中であっても、保護者
が安心して就労準備等を行う
ことができる。

一時預かり（一般型）を
実施できる設備を備えた
施設数

教
育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(2)
地域子育て支援拠点事
業

子育てセンターにおいて、乳幼児及びそ
の保護者の交流の場の提供と促進、子
育て相談、情報提供、子育てに関する講
習等の実施、関係機関等との連携等そ
の他の援助を行う。

地域の子育て支援機能の充実
を図り、保護者の子育ての不
安感等が緩和する。

子育てについての相談
等を受けて、これに対す
る情報提供や助言を
行った件数

教
育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(2)
子育て援助活動支援事
業（ファミリーサポートセ
ンター事業）

乳幼児や小学生等の児童を有する子育
て中の労働者や主婦等を会員として、児
童の預かりの援助を受けたい者と当該援
助を行いたい者との相互援助活動に関
する連絡、調整を行う。

就労時間が長い保護者であっ
ても、安心して就労環境を維
持できる。

園児の預かりを実施でき
る登録会員数 教

育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(3) 家庭支援推進保育事業

家庭環境に配慮を要する園児に対して、
家庭訪問・子育て相談等の支援を行うこ
とにより、よりきめの細かい保育が実施で
きるよう取り組む（なかよし・あけぼの保育
園でのみ実施）。
支援を要する児童の保育の質を高める
ために特別支援保育コーディネーターと
連携し、クラス担任とともに保護者等の相
談、支援にあたる。

家庭環境が多様化する中、特
別な配慮が必要な児童の保護
者であっても、安心して子育て
ができる。

家庭支援担当保育士配
置数
①なかよし保育園
②あけぼの保育園 教

育
振
興
課

地域・産業振興
地域振興

3.出産・子育て
世代に選ばれる
環境づくり

(4)
母子保健事業
【不妊治療費助成事業】

一般不妊治療（人工授精）及び特定不
妊治療（体外受精・顕微授精）に要する
費用の一部を助成する。

合計特殊出生率1.60以上 各年度の助成者のべ人
数 健

康
推
進
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
愛と勇気の物語交流館
（かみんか）運営

「かみんか」を改修、運営することで地域
住民の交流と観光客の来場を促し、地域
を活性化する。

周辺エリアに活気が生まれる。 年間来場者数
香
北
支
所

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
日ノ御子河川公園キャ
ンプの維持管理

魅力ある施設として維持管理するため、
施設運営に適した事業所への施設管理
及び施設の大規模な修繕や改修を行
う。

香北町への来訪者が増える。 施設利用者数（宿泊者
数、BBQ利用者数）

香
北
支
所

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
塩の道香美市保存会事
業

文化庁歴史の道100選に選ばれた土佐
塩の道の道整備やスタッフ育成するた
め、塩の道香美市保存会が塩の道の維
持・管理に要する経費を補助する。

土佐塩の道の歴史的・文化的
価値を後世に継承を通じて、
地域の歴史的資源を活かした
地域活性化が図られる。

イベント参加者人数（人） 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
龍河洞エリア活性化事
業

龍河洞エリアにおいて、観光客の安全や
利便性、満足度向上のための改修等に
対して補助金を交付する。

年間入洞者数が30万人を超え
る。

補助金の交付 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
べふ峡温泉等再生・運
営事業

物部町別府地区の「べふ峡温泉」「べふ
峡休憩所」「別府峡キャンプ場」及び「農
林漁業体験実習館」を適当な団体等に
指定管理することにより、適切な運営管
理を行う。

観光資源であるべふ狭を訪れ
る観光客の観光拠点を設け
る。

紅葉シーズンを含む温
泉及びレストランの営業
日数

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(1)
奥物部ふるさと物産館
指定管理

奥物部ふるさと物産館を適当な団体等に
指定管理することにより、適切な運営管
理を行う。

物部町内の地域経済が活性
化する。

施設利用者数
物
部
支
所

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(2)
香美市観光協会運営事
業

（一社）香美市観光協会が行う、観光に
関する情報収集及び宣伝、観光資源の
磨き上げ、観光・物産に関するイベントの
開催、地域特産品の販路拡大及び開
発、旅行商品の開発等、観光振興に係
る事業を推進するための運営費を補助

香美市への観光客の受入れ
体制を整備しつつ、観光客を
増やす。

①Instagram　発信数/年
②物販/年
③ガイド研修/年

商
工
観
光
課

5



指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(2)
香美市いんふぉめー
しょん指定管理

(一社）香美市観光協会へのいんふぉ
めーしょん（無休9：00～17：00で営業）を
適当な団体等に指定管理することによ
り、適切な運営管理を行う。

香美市内の観光情報を一元的
に管理し、観光客に必要な情
報を提供できる。

年間来館者数 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(3)
物部川DMO協議会運
営事業補助金

「観光を軸とした経済活性化モデル（観
光×6次化による経済活性化モデル）」の
構築を目指す南国市、香南市、香美市
の広域観光振興を担う物部川DMO協議
会へ活動費を助成する。

南国市、香南市、香美市の広
域的な観光振興の結果、香美
市の観光客数が増加する。

宿泊者数（南国市、香南
市、香美市内の11施設）

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(4)
ザ・シックスダイアリーか
ほくホテルアンドリゾート
指定管理

ザ・シックスダイアリーかほくホテルアンド
リゾートを適当な団体等に指定管理する
ことにより、適切な運営管理を行う。

交流人口の拡大及び市内外
からの誘客を図り、地域経済が
活性化する。

年間施設利用者数 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(4) 分散型ホテル構築事業

分散型ホテルの構築に向けた事業計画
づくりについて、県の支援を受け、民間
による国費等を活用した分散型ホテルの
整備につなげる。

観光客の多様な宿泊ニーズに
対応できる地域となる。

分散型ホテルの構築に
向けた事業計画（エリア
別）策定数

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

4.地域の魅力を
活かした観光体
験の創出と受入
体制の構築

(4)
ライダーズイン奥物部指
定管理

ライダーズイン奥物部を適当な団体等に
指定管理することにより、適切な運営管
理を行う。

物部町内の地域経済が活性
化する。

施設利用者数
物
部
支
所

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(1)
環境保全型農業直接支
払制度

地球温暖化防止や生物多様性保全等に
効果の高い取り組みに対して、交付金の
交付を行う。

本市における有機農家ネット
ワークの形成。

事業組織に属する構成
員数 農

林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(1) 園芸用ハウス整備事業

経済的障壁を低減してハウス整備の実
行を促進し、安定した生産基盤を確保す
るため、農業協同組合や農業者が主体と
なって実施する新規建設や中古ハウス
の有効活用等の整備事業に対して補助
金を交付する。

生産基盤の維持・拡充、農業
者負担の軽減を図るため、年
間5件以上園芸用ハウスを整
備する。

園芸用ハウス年間整備
数

農
林
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(1)

園芸用ハウス等リノベー
ション事業（R6まで環境
制御技術普及促進事
業）

既存園芸用ハウスの長寿命化及び高度
化を図り、生産基盤の強化を推進すると
ともに、IoPクラウド「SAWACHI」を核とし、
環境測定装置等の導入によりデータ駆
動型農業を推進するため、本事業に要
する経費に対し、補助金を交付する。

毎年度園芸用ハウスの長寿命
化及び高度化を5件以上実施
する。

①ハウス長寿命化実施
件数
②高度化ハウス等整備
件数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(2) 地域営農支援事業

地域農業の中核を担う集落営農組織の
育成と地域農業を面的に支える仕組み
づくりを目的に、集落営農組織が行う農
業生産基盤及び農業用機械の整備等に
要する経費に対し補助金を交付する。

集落全体で農業を継続する体
制を構築することにより、耕作
放棄地の発生を防ぎ、地域農
業の維持する。

集落営農組織数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(3)
地域活性化総合補助金
（農業用施設整備事業）

集落機能の維持・再構築を図るため、農
業者等が行う耕作道・用排水路整備事
業に対し補助する。

担当課だけでは目の届かない
規模の農業用施設の早期修
繕を地元が主体的に実施す

事業活用自治会数 農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(3) 多面的機能支払交付金

農地や農業施設の適切な保全管理を通
じて、遊休農地の発生を抑制するととも
に、農村地域の多面的な機能の維持・向
上を図り、持続可能な地域社会を実現す
るため、地域住民と農業者が連携して活
動組織を設立し、5年間の活動計画と規
約を定め、その計画に沿って農地や農
業用施設等の保全活動を共同で実践す
る。市は組織が定めた活動の実施状況
を確認し、交付金を交付する。

事業実施地域における遊休農
地の発生率０%を維持する。

令和6年度事業対象面
積の維持：533.0ha

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(3)
中山間地域等直接支払
交付金事業

中山間地域等の農業者等が集落協定を
締結し、協定に基づ活動を実施した場
合、市が実施状況を確認のうえ交付金を
交付し、地域の営農継続と遊休農地の
発生防止を図る。

事業実施地域における遊休農
地の発生率０%を維持する。

令和6年度事業対象面
積の維持：590.1ha 農

林
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(4)
新規就農者育成対策事
業

新規就農者の就農初期の経営を支援す
るため、年間最大150万円の交付金を最
長3年間給付する。また、農業機械や施
設の導入費用に対する補助金により、新
規就農者の円滑な経営開始と発展を支
援する。

本市の豊かな農地を持続可能
な形で次世代へ継承するた
め、意欲ある新規就農者の確
保し、定着させる。

本事業資金の年間活用
者数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(4)
香美市新規就農者サ
ポートハウス応援事業

耕作放棄地の増加や農地の縮小を防
ぎ、施設園芸に意欲のある新規就農者
を支援することを目的に、離農や規模縮
小を検討している園芸用ハウスの所有者
が、親族以外で新規に就農する者へハ
ウス付き農地を貸し出す際に、その所有
者に対し奨励金を交付する。
これにより、新規就農者が施設農業にス
ムーズに取り組める環境を整え、地域の
農業活性化を図る。

地域の耕作放棄や農地縮小を
防ぎ、施設園芸を担う新規就
農者を確保する。

新規就農者（親族継承
以外）による事業活用件
数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(4)
香美市新規参入者支援
事業費補助金

就農希望者が地域の農業者のもとで就
農前研修を受ける期間中に、研修生と受
入農家へ補助金を交付し、安定した受
入体制の構築と新規就農者の定着を支
援する。

就農前に地域の農業者のもと
で研修を行うことで、新規就農
者の確保及び定着を図り、本
市の農地を維持していけるだ
けの就農者を確保する。

本事業の年度活用者数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(4) 地産地消促進事業

事業の実施を地域生産者に委託するこ
とにより、子どもたちが地域の農作業を体
験できる場を提供し、田植えから収穫ま
での一連の作業を生産者が直接指導す
る。

 児童が農業体験を通じて地域
の食と農に触れ、地産地消の
重要性を理解し、持続可能な
地域社会への貢献意識を育
む。

本事業の推進を行う事業
団体数 農

林
課

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(5) 有害獣被害防止事業

農業者が設置する侵入防止柵の整備に
ついて、ステンレス線入りネット・鉄柵整
備、サル　イノシシ　シカ等の捕獲檻やわ
なの購入費を補助する。
また、第一種狩猟免許取得、わな猟免許
取得に要する経費を定額補助する。

農業者が設置する侵入防止柵
の整備（補助事業）について
は、有害鳥獣による農林水産
業被害額、被害面積を0円、0ａ
にする。

①有害鳥獣被害防止事
業費補助金交付額（侵
入防止柵）
②有害鳥獣被害防止事
業費補助金交付件数
（わな等購入）
③狩猟免許取得補助金
交付件数

農
林
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

5.持続可能な農
業の確立

(5)
鳥獣被害防止総合対策
交付金事業

ニホンジカやイノシシ等の有害鳥獣を捕
獲した際の報償費に上乗せする。

有害鳥獣による農林産業被害
額、被害面積を0円、0ａにす
る。

交付申請実績頭数（①シ
カ・②イノシシ・③サル） 農

林
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(1) 森林整備事業
事業体が実施する人工造林に対する支
援を行う。

林業適地において、適正な主
伐、再造林が行われ、継続し
て林業が行える。

人工造林面積 農
林
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(2) 施業地集積委託業務

今後の森林管理に関する意向調査実施
区域において、所有者界の明確化を実
施し、施業地の集約化を図る。

施業地の集約化が進み、効率
的な施業が行われる。

境界明確化区域内の森
林経営計画作成数 農

林
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(3) かみんぐKIDS木の学校

市内小学生（4～6年生）を対象として、木
材生産から木材利用までの流れを、市内
大工、建築士、製材所、森林組合、森林
管理署を講師とした全3回の授業を通じ
て体験学習する。

イベント参加を通じて、市内小
学生に森林・林業・木材産業
に関心を持ってもらい、森林・
林業・木材産業に関わる仕事
が、子どもたちの将来の職業
の選択肢となる。

イベント参加者数

農
林
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(3)
香美市林業担い手対策
支援事業

森林環境譲与税を活用して、市内林業
事業体の新規就業者に係る人件費及び
指導者の雇用に係る経費を支援する。

林業事業体が継続的に就業
者を雇用できるとともに、就業
者が定着する。

新規林業就業者
農
林
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(5) 開設事業

効率的な林業経営と適切な森林整備を
行うため、（６路線）開設を進める。

林業経営と適切な森林整備が
持続可能となる。

開設工事路線数

建
設
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(5) 改良事業

施設の損傷が顕著に現われる前に、計
画的かつ予防的な修繕等の保全対策を
行い、長寿命化を図ることによってランニ
ングコストを低減することを目的とする。

林業経営と適切な森林整備が
持続可能となる。

通行止め発生件数

建
設
課

地域・産業振興
産業振興

6.森林資源を活
かす持続可能な
林業経営の確立

(6) 有害鳥獣捕獲対策事業

ニホンジカやイノシシ等の有害鳥獣を捕
獲に対する報償費を支給する。

有害鳥獣による農林産業被害
額、被害面積を0円、0ａにす
る。

被害防止計画対象鳥獣
のうち、①イノシシ、②ニ
ホンジカ、③サルの捕獲
頭数、④猟期のニホンジ
カ捕獲

農
林
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(1)
香美市地域商業活性化
支援事業費補助金

地域住民の生活の利便性の確保・向上
を図ることを目的として、商工団体等が
チャレンジショップの運営等を行う取組に
対して補助金を交付する

地域の暮らしを支える商店街
や集落における商業活動の担
い手を確保する。

年間チャレンジショップ
開店数

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(1)
地域づくり支援員配置
事業

商店街の中心に位置するT.Garden
Nakamachi98（旧ふらっと中町）で、空き
店舗対策の推進と商店街活性化による
交流人口の増大に資することを目的と
し、地域づくり支援員を雇用する。

商店街（T.Garden Nakamachi
98）を利用者数を増やす。

商店街のイベント等の企
画数 商

工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(2)
地域電子マネーkamica
事業

地域電子マネーkamicaを活用したキャッ
シュレス化を推進する。

域内消費を拡大させ、市内の
商店を維持しつつ、新規の出
店が増え、域内消費が拡大す
るという好循環が生まれる。

チャージ額 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(3) お土産開発事業補助金

「あんぱん」放送をきっかけに観光客の
増加が見込まれるため、香美市内に主た
る事務所を置く事業者、協同組合等、商
工会及び市民活動団体が、観光客に対
して香美市や、やなせたかし先生をPRで
きるような訴求力の高いお土産品の開発
を目的として補助金を交付する。

香美市をPRできるお土産品が
増える。

補助金の活用者数

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(4)
伝統的工芸品産業支援
事業費補助金

本市の伝統的工芸品及び伝統的特産品
産業を後世に伝えていくため、後継者の
確保及び育成を目的として、指定を受け
た団体又は事業者が実施する学校形式
による育成施設での研修等に対し補助
金を交付する。

統的工芸品及び伝統的特産
品産業の後継者が十分確保さ
れる。

新規就業者数
商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(4)
伝統的工芸品産業等後
継者育成対策事業費補
助金

本市の伝統的工芸品及び伝統的特産品
産業を後世に伝えていくため、後継者の
確保及び育成を目的として、指定を受け
た団体又は事業者が実施する研修生を
支援する事業及び学校形式による育成
施設の管理運営に対し補助金を交付す
る。

統的工芸品及び伝統的特産
品産業の後継者が十分確保さ
れる。

新規就業者数

商
工
観
光
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(4)
商工会商工業対策事業
補助金

商工会が主催する刃物まつりに対し、助
成する。

刃物産地としての知名度向上
させる。

来場者数 商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(4)
香美市鍛冶屋創業支援
事業費補助金

本市の伝統工芸品である土佐打刃物を
継承していくことを目的に、本市にある鍛
冶屋創生塾を卒塾後、本市で鍛冶屋を
創業する者に対して補助金を交付する。

卒塾後の市内での創業者率
100%

卒塾後の市内での新規
創業者数（5年間）

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(5)
企業立地促進条例奨励
事業

指定した奨励企業に対して、操業奨励
金、雇用奨励金、排水処理施設奨励金
を助成する。

テクノパークの7区画がすべて
埋まり雇用も拡大する。

新規事業所誘致数（本
奨励金対象）

商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(5)
香美市サテライトオフィ
ス等設置促進事業費補
助金

本市産業の発展及び安定的な雇用の確
保を目的として、IT･コンテンツ企業等に
対して、雇用奨励金や事業所の設置・運
営に必要な経費を補助することで、企業
誘致を促進する。

香美市内でのIT･コンテンツ企
業等の雇用が生まれてくる環
境をつくる。

企業の誘致件数
商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(6)
創業支援計画に基づく
創業支援事業

創業支援等事業計画（H28-Ｒ11）に基づ
き、香美市内で創業（既に創業している
方が、別の業種での創業をする場合、い
わゆる第2創業も含まれる。）を希望する
方に、香美市商工会と連携して相談や
創業支援機関へつなげる。

香美市内で創業を実現させ
る。

補助金交付件数
商
工
観
光
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(6)
土佐フードビジネスクリ
エーター人材創出事業
補助金

食品産業に競争優位性をもたらす研究
開発人材の育成を図るため、高知大学
が実施する土佐フードビジネスクリエー
ター人材創出事業の受講者に助成す
る。

市内の食品産業における事業
所の収益拡大及び創業を実現
させる。

FBC受講者数 地
域
創
生
課

地域・産業振興
産業振興

7.地域経済を支
える産業の活性
化と多様な雇用
の創出

(6)
副業人材マッチング支
援

都市部に潜在的に存在する副業人材と
市内の中小企業とマッチングさせる。

市内中小企業が抱える経営課
題を解決し、競争力を強化す
ることで事業を拡大させる。

マッチング数 地
域
創
生
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
保育・教育

8.安全・安心で
質の高い保育環
境の整備

(1)
保育業務支援システム
利用事業

保育業務支援システム「コドモン」を最大
限に活用し、日々の出欠確認、指導計
画案の作成、保護者連絡等に関する保
育業務のＤＸ化を進める。

保育活動のDX化を進め、効率
化を図ることで、保育の人材不
足が解消する。

保育士の充足率 教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

8.安全・安心で
質の高い保育環
境の整備

(2)
美良布保育園大規模修
繕事業

美良布保育園大規模修繕基本計画によ
り、令和11年度までに美良布保育園の
大規模修繕を行う。

安心安全な保育活動を確保す
るため、老朽化した保育園の
大規模修繕を行う。

工事進捗率 教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(1)
国際バカロレア教育推
進事業

大宮小学校、香北中学校を探究モデル
とし、両校の教育の充実を図るともにそ
の成果を広く香美市内の学校に発信す
る。

大宮小学校・香北中学校にお
いてIB教育を軸とした小中一
貫教育を行う。
IB教育の考え方を取り入れた、
探究的で深い学びを市内の全
小中学校へ普及させる。

埼玉県版学力・学習状
況調査（学力調査及び
意識調査から、同一集団
の学力の実態とそれを支
える「学習方略」及び「非
認知能力」を総合的に分
析する調査）において、
中学１年時～中学３年時
の「主体的・対話的・深い
学び」「学習方略」「非認
知能力」の３観点におけ
る、ほとんどの項目（概ね
3/4以上）で変化量が０．
１以上の生徒の割合

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(1) 外国青年招致事業

子どもたちが外国語に慣れ親しみなが
ら、コミュニケーション能力の素地や基礎
を養うことができるよう、資質に恵まれた
外国語指導助手を保小中学校に配置
し、外国語教育及び国際理解教育の充
実を図る。
校種間交流会、外国人留学生等との交
流会、香美市主催外国語交流会等の実
施など、多様な文化や外国語に触れる
機会を提供する。

児童生徒の積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度と
外国語によるコミュニケーショ
ン能力が向上する。

英検IBA CEFR A1レベ
ル相当以上の英語力を
有する中3生の割合

教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(2) 地域教育振興支援事業

個別最適な学びと協働的な学びを一体
的に充実させた主体的・対話的で深い
学びの授業づくりを組織的・協働的に推
進するため、以下の活動を実施する。
①学力向上対策支援員：学力向上を目
指し、各校に支援員を配置する。
②香美市教職員研修会、学びをつなぐ
学校づくり研究会：共に学びあう授業・探
究的な学習の創造をテーマとし、小中の
視点から課題を解決し、児童生徒の資
質・能力を高める研究会を実施する。
③先進校視察：県内外先進校を視察し、
より質の高い授業の創造を目指す。
④研究指定校事業：指定校の教職員が
専門性や授業力を高めるとともに、実践
を共有し、市内に展開できるモデルを示
す。
⑤情報活用能力の向上：ICT支援員を配
置し、教職員・児童生徒の情報活用能力
の育成を目指す。

児童の「知識及び技能、思考
力・判断力・表現力、学びに向
かう力、人間性等」及び学習の
基盤となる資質・能力としての
「言語能力、情報活用能力、問
題発見・解決能力」が向上す
る。

・全国学力・学習状況調
査（教科調査）全国平均
との差　①小学生
②中学生

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(2) 教育DX推進事業

教育委員会及び各学校が主体となり、市
内全ての小中学校（10校）において、クラ
ウドや一人一台端末、生成AI等のデジタ
ル技術を効果的に活用した子ども主体
の授業づくり（学びのDX）及び校務の効
率化（校務DX）を日常的に推進する。

子どもたちが、これから時代に
求められる資質・能力を身に付
け、生涯に渡って能動的に学
び続けることが出来るようにす
るめ、ICTを効果的に活用し、
「個別最適な学び」と「協働的
な学び」を一体的に充実するこ
とで「主体的・対話的で深い学
び」を実現する。

課題解決に向け、自分
で考え、自分から取り組
む児童生徒の割合(全国
学調 小6・中3 強肯定
40%以上)

教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(3)
健やかな心身の醸成と
増進事業

教育委員会、学校、就学前施設が連携
し、市内全ての小中学校及び就学前施
設において、毎年『生活実態調査』や
『生活リズムチェックカード』を用いた習慣
点検を継続的に実施する。

児童生徒が規則正しい生活習
慣を自律的に確立し、健やか
な心身と主体的な学びを支え
る土台が構築される。

①児童生徒の起床時刻
の目標達成率（起床時
刻7時まで：小学5年生
90%以上）
②児童生徒の就寝時刻
の目標達成率（就寝時
刻（小学校22時）まで：小
学5年生65%以上）

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(4)
学校部活動の地域展開
事業（学校）

教育委員会及び香美市立中学校部活
動検討委員会が主体となり、市内全中学
校区における生徒のスポーツ・文化活動
の実態調査や課題検証を進め、地域クラ
ブや民間団体等との連携による受け皿
の整備を段階的に推進し、学校部活動
の地域移行を完了させる。

2031年度の休日部活動の完
全地域移行までに、生徒減少
の中でも多様なスポーツ・文化
活動の機会を維持・確保すると
ともに、学校および教員の負担
軽減（働き方改革）を実現す
る。

休日における学校部活
動の地域展開に向けた
指導者の確保人数

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(5)
共生社会を目指すイン
クルーシブ教育の充実
事業

学校教育係、ふれんどるーむ（教育支援
センター）、校内サポートルーム、SSW（ス
クールソーシャルワーカー）が他機関と
連携し、特別な支援や相談が必要な児
童生徒に対する『重層的な支援』を市内
全小中学校で展開するとともに、山田特
別支援学校との交流・共同学習を継続

不登校児童生徒への多様な
居場所の確保や、一人ひとり
の教育的ニーズに対応した個
別最適な支援体制を充実させ
ることにより、誰一人取り残さな
い教育を実現する。

不登校児童生徒出現率
（1,000人あたり）及び新
規不登校者数（件数）

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(6)
子どもの育ちの連続性
を保障する教育推進事
業

『香美市学びをつなぐ学校づくり研究会』
を中心に、就学前施設から小学校・中学
校までの校種間連携を推進し、5歳児ア
プローチカリキュラムと小1スタートカリ
キュラム（接続カリキュラム）の作成・相互
反映を、市内全小学校区で実施する。

0歳から15歳までの育ちと探究
学習の連続性を保障し、小学
校入学直後から園生活で培っ
た主体性を発揮できる円滑な
接続環境を整えること。

①保幼小における教育
課程の話し合いとカリ
キュラムへの相互反映割
合（小学校区：県調査）
②近隣小中学校間での
教科教育課程の接続や
共通の教育目標・取組
実施（強肯定）率（全国
学調・学校質問紙）

教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(7)
コミュニティ・スクール推
進事業

地域が学校運営に参画できる学校運営
協議会を開催し、地域学校協働活動と
一体となって子どもの課題解決に取り組
む。また、年度末には学校の自己評価に
対して評価をいただき、学校運営の改善
に活かす。

地域全体で子どもの成長を支
える体制が構築される。

【全国学力・学習状況調
査】（学校質問紙）
コミュニティ・スクールや
地域学校協働活動等の
取組みによって学校と地
域や保護者の相互理解
が深まりましたか（強肯
定）

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(8)
特色ある教育活動の充
実を目指した特認校制
度推進事業

少子化の著しい小規模校において、通
学区域の制限を緩和して市内全域から
の入学・転学を認める『特認校制度』を活
用して、豊かな自然環境や地域資源を
活用した香美市ならではの特色ある山村
留学・体験型教育の実践を進める。

小規模校における集団学習環
境が維持されるとともに、地域
の強みを活かした特色ある魅
力的な学習環境の選択肢を児
童生徒に提示できる。

教育内容における地域
等の外部資源（自然、伝
統、文化等）を活用した
指導計画作成校でか
つ、単式学級を維持して
いる特認校数

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(8) キャリアチャレンジディ

全中学２年生を対象として、職業観・勤
労観を育むことを目的とした体系的な
キャリア教育プログラムを実施する。

様々な企業の業種、職種の方
から話を聞くことで「職業の役
割とそれに必要な能力との関
係」について考えるとともに自
己の生き方や将来の在り方に
ついて主体的に考え、多様な
職業や社会との関わりを通じ
て、自らの将来に向けた意欲
や課題解決能力を育むことが
できるようになる。

【全国学調】（児童生徒
質問紙）
地域や社会をよくするた
めに何かしてみたいと思
いますか（強肯定）中学
校の割合

教
育
振
興
課

子ども・子育て・教
育
保育・教育

9.未来を拓く質
の高い教育体制
と学力の向上

(8)
香美市よってたかって
学園都市推進事業

園児や小中学生に郷土が誇る文化施
設、文化遺産、自然の見学や体験活動
を通して香美市の良さを感じる気持ちを
醸成する。また、香美のくらし（副読本）を
活用した授業実践を推進する。

郷土が誇る文化施設、文化遺
産、自然の見学や体験活動を
通して香美市の良さを感じる気
持ちを醸成する。

・全国学力・学習状況調
査（児童生徒質問紙）地
域や社会をよくするため
に何かしてみたいと思い
ますか（強肯定）
①小　強肯定の割合
②中　強肯定の割合

教
育
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(1) 補導部事業

防犯パトロールカー等による補導活動、
有害図書類の回収、家庭の日の広報を
実施する。

児童及び生徒の非行行為をな
くす。

①年間街頭補導活動回
数
②年間環境浄化活動回
数

生
涯
学
習
振
興
課

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(2) 育成部事業

香美市子ども会連合会事業として、土佐
山田まつりへの参加、ピッタリタイムマラソ
ン大会を、地域子ども会活動として、新
入生歓迎会、地域との交流活動、季節
行事等を実施する。

将来の地域社会生活への参
加を促すため、子ども会活動
を通じて、学校以外の地域の
方々や仲間と世代間交流をす
る。

香美市子ども会連合会
各行事へ参加者によるア
ンケートの満足度

生
涯
学
習
振
興
課

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(2)
香美市こども教室（放課
後こども教室推進事業）

子どもたちの健全な育成を図ることを目
的とし、いろいろなことを学び体験できる
場所を提供するために実施する。(野外
体験・将棋・料理・パソコン・コーラス・理
科教室等）

子どもの豊かな人間性を育む
ための子どもの居場所を設け
る。

こども教室開催回数 生
涯
学
習
振
興
課

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(3) 子育て短期支援事業

保護者が疾病等の社会的な事由により、
家庭における児童の養育が一時的に困
難となった場合などに、児童養護施設等
において養育・保護を行う。

一定の期間、養育・保護その
他の支援を行うことにより、児
童及びその家庭が安心して生
活できる。

年間延べ利用人数 福
祉
事
務
所

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(3) 養育支援訪問事業

子育てに不安や孤立感を抱える家庭
や、支援が必要な家庭を訪問し、育児の
相談や指導、助言を行う。

子育てに困難を抱える家庭の
孤立や児童虐待を未然に防ぐ
ことで、家庭において児童の養
育が適切に行われる。

訪問支援数 福
祉
事
務
所
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

子ども・子育て・教
育
健全育成

10.地域で創る
子どもの健全育
成と安全・安心
の推進

(3)
要保護児童対策地域協
議会

要保護児童対策地域協議会において、
代表者会、実務者会、個別ケース検討
会議を開催し、関係機関との連携を行う
ことにより児童の安全を確保する。

要保護児童等の支援方針を関
係機関で共有し、共に支援を
行うことで児童の安全を確保す
る。

個別ケース検討会議開
催数

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

11.安心して暮
らせる地域医療
体制の充実

(1)
市立診療所管理運営事
業

物部地域の医療体制を維持するため、
市立大栃診療所及び市立物部歯科診
療所について、指定管理者制度による
民間医療機関への委託運営を行う。
また、施設の設備・備品類の維持管理経
費を負担し、適切な診療環境を整備す

中山間地域における日常的な
医療・歯科診療体制が中断す
ることなく、安定的に提供され
る。

市立診療所の稼働維持
率（指定管理契約の継
続状況）

健
康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

11.安心して暮
らせる地域医療
体制の充実

(2)
救急・休日夜間医療受
診体制整備事業

休日等の初期救急医療体制を維持する
ため、香美郡医師会と連携し、在宅当番
医制の委託契約を継続する。
また、市民が必要な時に適切な受診判
断ができるよう、「こうち医療ネット」や「小
児科オンライン」等の広域医療情報の提
供を継続する。

休日・夜間においても市民が
安心して医療を受けられ、かつ
正確な医療情報に基づいた迅
速な受診行動ができる体制を
確保する。

① 在宅当番医制の維持
継続率
② 市ホームページ掲載
情報の正確性の維持（点
検・更新回数）

健
康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(1)
生活習慣病予防事業
【健康増進事業】

第４期健康増進計画に基づき、血圧や
血糖有所見者への受診勧奨や保健指導
の他、健康に関する相談対応や教室等
を開催し、生活習慣病の原因・予防等に
ついて基本的な知識の普及を行うことに
より、血管病対策を重点的に取り組んで
いく。

・心疾患による死亡がへる。

・新規の人工透析患者が減
る。

①特定健康診査で収縮
期血圧の有所見率

②特定健康診査で糖尿
病の有所見率

健
康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(2)
生活習慣病予防事業
【保健事業】

検診を定期的に受診することにより、が
ん等の疾患を早期発見でき適切な治療
を行うことで死亡率の低下をさせることが
できるため検診を実施する。
また、医療行為を要する者の発見だけで
なく、診査の結果により必要な者に対し
て、保健指導や健康管理に関する正し
い知識の普及を行うことにより、壮年期か
らの健康に対する認識と自覚の高揚を
促す。

第4期がん対策推進基本計画
が定める受診率60％以上を達
成する。

各種がん検診の受診率
①肺がん
②胃がん
③乳がん 健

康
推
進
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(3)
生活習慣病予防事業
【食生活改善事業】

食育推進計画に基づき、香美市食生活
改善推進協議会に食生活改善事業を委
託することで、協議会等と連携しながら食
育活動を推進し、子どもから高齢者まで
幅広い年齢層に対して生活習慣病予防
に取り組む。

食育に関心をもつ人の割合が
９０％以上となる。

食育事業・食生活改善
推進員による地区伝達
活動等食生活改善事業
の実施回数

健
康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(4) 障害保健事業

障害者に対する相談業務、訪問業務を
基本事業とし、障害者の社会参加への
促進や障害ボランティアの育成等にも関
わる。
自殺対策として、啓発物を使った普及
や、研修による人材育成に取り組む。

・住み慣れた地域で身近な人
や機関等と関わりを持ちなが
ら、自分らしく安心して暮らすこ
とができる。

・心の健康への理解を深め、
自身や周囲の人の状態に関
心を持つことができる。

①障害保健相談件数
②ゲートキーパー養成講
座修了者数 健

康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(5)
母子保健事業
【母子健診事業】

妊産婦健診・妊婦歯科健診・新生児聴
覚検査・乳児健診の個別受診への助成
をはじめ、乳幼児の集団健診を実施す
る。
また、発達課題のある児について、必要
に応じて早期療育につなげたり、子育て
の助言を行うなど、保護者支援を行う。

乳幼児健診：受診率を全国水
準まで高める。
全国水準(参考値：R4年度　1
歳６か月児　96.3％、３歳児
95.7％)を目標に香美市も取り
組みを推進する。

①１歳６か月児健康診査
の受診率

②３歳児健康診査の受
診率

健
康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(5)
母子保健事業
【母子保健事業】

こども家庭センターを設置し、妊娠・出
産・子育て期を通じて保健師や助産師に
よる切れ目のない相談、支援を実施す
る。
医療、福祉等関係機関や子育てｾﾝﾀｰ
等との連携をとりながら、安心して妊娠・
出産・子育てのできる環境を構築してい
く。

利用申請者が希望した際に円
滑に利用できるような体制の継
続及び整備。
委託事業所数の増加。利用料
負担の軽減。

①委託事業所数
②事業利用者数
　　（実・延） 健

康
推
進
課

健康・福祉・生涯学
習
健康づくり

12.生涯にわた
る心と体の健康
増進

(5) 予防接種

定期予防接種については、法令を遵守
し予防接種を実施する。

麻しん風しん予防接種：第1期
（生後12月から生後24月に至
るまでの間）第2期（5歳以上7
歳未満で小学校就学の始期
に達する日の1年前の日から
当該始期に達する日の前日ま
での間）対象者の接種率を国
の接種目標値95%とする。

①第1期対象者の接種
率

②第2期対象者の接種
率

健
康
推
進
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(1)

老人福祉負担金補助事
業
【地域老人クラブ活動
費】

地域活動推進のため、地域老人クラブの
活動に対して補助をする。

活動する老人クラブ数を維持
し、当該活動への支援を通じ
て、健康づくり、介護予防、ボ
ランティアなど、様々な社会活
動への参加を促進し、高齢者
が生き生きと暮らせる地域社会
を構築する。

支援対象の単位老人ク
ラブ数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(1)
シルバー人材センター
補助事業

高年齢者の労働能力を活用することを目
的として、一般社団法人香美市シルバー
人材センターの運営に要する経費に対
して補助金を交付する。

高年齢者の就業機会の増大を
図り、活力ある地域社会を構築
する。

シルバー人材センターを
通じた就労延人数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(1)

一般介護予防事業（地
域介護予防活動支援事
業）
【土佐山田圏域】

住民が主体的に介護予防に取り組み元
気な高齢期を過ごせるよう、65歳以上の
高齢者を対象とした住民主体の通いの
場や生きがい活動等介護予防に資する
活動を支援する。

元気な高齢期を過ごすため
に、住民が主体的に介護予防
に取り組むことができる。

出前教室の延べ参加者
数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(1)

一般介護予防事業（地
域介護予防活動支援事
業）
【香北・物部圏域】

住民が主体的に介護予防に取り組み元
気な高齢期を過ごせるよう、65歳以上の
高齢者を対象とした住民主体の通いの
場や生きがい活動等介護予防に資する
活動を支援する。

元気な高齢期を過ごすため
に、住民が主体的に介護予防
に取り組むことができる。

出前教室の延べ参加者
数 高

齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(2)
老人福祉委託事業
【配食サービス事業】

65歳以上の高齢者のみ世帯又は重度の
心身障害者世帯のうち非課税世帯で、
かつ自ら調理ができず、近隣の家族等か
らの食事の提供も受けられない市民に、
食生活改善のため配食（給食）サービス
を実施。独居高齢者等の見守りも同時に
行う。

高齢となっても、住み慣れた地
域で自立的に生活できる。

サービス利用者数

高
齢
介
護
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(2)
老人福祉助成事業
【福祉タクシー料金
助成】

香美市内に住所を有する高齢者が通院
等に利用するタクシーの運賃の一部を助
成する。

高齢となっても、住み慣れた地
域で自立的に生活できる。

事業の利用者数 高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(3)
老人福祉委託事業
【緊急通報システム
管理】

市内の高齢者世帯で緊急時の通信手段
の確保が困難な者を対象に、協力員を
定めて緊急通報装置の貸与する。

高齢者が自宅で安心して暮ら
せる。

事業の利用者数 高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(3)
老人福祉助成事業
【住宅改造支援事業】

香美市内要介護高齢者等又は一般高齢
者の居宅について、住宅改造に必要な
費用の一部を補助する。

高齢となっても、住み慣れた地
域で自立的に生活できる。

事業の利用者数
高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(4)

包括的支援事業（社会
保障充実分）
【生活支援体制整備事
業】

民間企業などと連携し、高齢者の見守り
ネットワークの構築、住民ニーズに応じた
社会資源の発掘、高齢者の社会参加の
推進を行う。

高齢者が自宅で安心して暮ら
せる。

①協議体開催回数
②見守りネットワーク企業
の登録件数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(4)

包括的支援事業（社会
保障充実分）
【認知初期集中支援推
進支援事業】

同仁病院に認知症初期集中支援推進事
業を委託し、専門医療機関の協力を得
ながら認知症高齢者本人と家族等の支
援を行う。

認知症の人やその家族に早期
に関わる「認知症初期集中支
援チーム」を配置し、早期診
断・早期対応することで、自分
らしく生きるための準備期間を
確保し、生活の質が向上する。

チーム員会議の開催回
数 高

齢
介
護
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(4)
包括的支援事業（社会
保障充実分）
【よりそい支援事業】

社協に認知症よりそい支援事業を委託し
て、認知症サポーター養成講座の開催
や個別支援、啓発活動を行う。

認知症がもたらす生活や介護
上の問題に気付かず困ってい
る者及びその家族等に対し、
認知症の理解を促し、受診や
サービス利用への支援を行うこ
とにより生活介護における負担
を軽減し、地域の高齢者が住
み慣れた地域で安心してその
人らしい生活を継続していくこ
とができる。

認知症サポーター養成
講座受講者数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

13.長寿社会を
支える体制づく
り

(5)

地域支援事業（任意事
業）
【成年後見制度利用支
援事業】

成年後見制度の普及啓発及び制度利用
に関する相談対応、申立経費や成年後
見人等への報酬助成を行う。

判断能力が不十分となっても
高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らせる。

①申立件数
②成年後見人等への報
酬助成件数

高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

14.必要な介護
サービスの確保

(1)
中山間地域介護サービ
ス確保対策事業

中山間地域における介護事業者の経営
の安定化を図るため、当該介護サービス
を提供する介護事業者に対して補助金
を交付する。

中山間地域に居住する受給者
がニーズに合った在宅介護
サービスを利用し、住み慣れた
地域で生活できる。

補助対象事業者数 高
齢
介
護
課

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(1)
地域生活支援事業
【基幹相談支援セン
ター事業】

障害者（児）等の地域の相談体制の強化
や権利擁護支援を行う。

地域の相談支援体制の強化
や権利擁護支援などを行う機
関を設置することで、障害者
（児）等が安心して日常生活及
び社会生活を営むことができ
る。

地域の相談支援事業所
への専門的な指導・助言 福

祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(2)
地域生活支援事業
【移動支援事業】

外出困難な在宅の障害者に対し、外出
を支援する介助者への報酬助成を行う。

外出が困難なことを理由に、在
宅の障害児者が社会参加でき
ない状況をなくす。

実利用者数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(2)
地域生活支援事業
【運転免許・自動車改造
助成】

身体及び知的障害者の自動車運転免許
の取得及び身体障害者の自動車の改造
に要する費用の一部を助成する。

身体障害者及び知的障害者
が住み慣れた地域社会の中で
自立し、社会に参加できるよう
になる。

自動車運転免許の取得
及び身体障害者の自動
車の改造の年間利用者
数

福
祉
事
務
所
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(2)
障害者福祉事業
【住宅改造支援】

身体障害者等の自宅の住宅改改造に要
する費用の一部を助成する。

身体障害者等及び介護者の
介護負担軽減を図るため、経
済的な事情に左右されず、本
人が居住する住宅を身体の状
況等に応じて安全かつ利便性
に優れたものに改修・改築でき
る。

年間利用者数
福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(2)
地域生活支援事業
【難聴児補聴器購入助
成事業】

身体障害者手帳の交付対象とならない
難聴児に対し、補聴器購入費の一部を
助成する。

身体障害者手帳の交付対象と
ならない軽度・中等度の難聴
児（者）の言語の習得、教育等
におけるハンデをなくす。

年間利用者数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(3)
地域生活支援事業
【日中一時支援事業】

家族の一時的な負担軽減を図るため、
障害者等の日中における活動の場を確
保する

障害者等の日中における活動
の場を確保することにより、障
害者等を日常的に介護してい
る家族の一時的な負担が軽減
される。

実利用者数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(4)
地域生活支援事業
【手話奉仕員養成研修
事業】

手話で日常会話を行うのに必要な手話
表現技術を習得した手話奉仕員を養成
する。

声による意思疎通に障害のあ
る方が手話奉仕員を介した日
常的な意思疎通支援を受ける
ことで、社会参加ができるよう
になる。

香美市手話奉仕員新規
登録者数

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(4)
地域生活支援事業
【意思疎通支援事業】

意思疎通を図ることに支障がある聴覚障
害者に、意思疎通を仲介する手話通訳
者及び要約筆記者の派遣を行う。

声による意思疎通に障害のあ
る方に対して、必要なとき、必
要な場所で専門的な意思疎通
の支援を行えるようになる。

年間利用者数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(5)
地域生活支援事業
【地域活動支援セン
ター機能強化事業】

障害者等の地域の実情に応じ、創作的
活動又は生産活動の機会の提供し、社
会と交流する場を設ける。

障害者等の地域生活支援の
促進のために、創作的活動、
生産活動の機会又は社会との
交流の場を提供する。

一日当たりの平均利用
者数

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(6)
地域生活支援事業
【成年後見制度利用
支援事業】

知的及び精神障害者に対して後見、保
佐及び補助開始の審判の請求を行うとと
もに、後見・保佐・補助開始の審判を受
けた者が成年後見人等に支払う報酬の
助成を行う。

成年後見制度の利用が必要な
方が円滑に利用できる。

①申立件数
②成年後見人等への報
酬助成件数
③研修会の開催数

福
祉
事
務
所
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(6)
地域生活支援事業
【障害者虐待防止対策
支援事業】

障害者虐待の未然防止及び早期発見、
迅速な対応、再発防止等のため、 市町
村障害者虐待防止センターの体制整備
や関係機関等との連携協力体制の整備
等を図る。

障害者虐待の未然防止及び
再発が防止される。

香美市権利擁護連携協
議会の開催

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

15.地域での自
立した生活を支
える福祉サービ
ス促進

(7) 障害者自立支援協議会

関係機関が連携して地域課題の共有や
施策・制度設計の協議を行うとともに、専
門部会の運営や支援体制の強化を図
る。

障害のある人が地域で自立し
た生活を営むことができる。

相談支援部会の開催数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

16.誰もが安心
して暮らせる地
域共生社会の実
現

(1)

香美市社会福祉協議会
補助事業
【香美市社会福祉協議
会補助金】

地域福祉（活動）計画を推進し、家庭・地
域と連携したボランティア活動等を促進
している地域福祉を支える母体としての
社会福祉協議会へ補助金を交付する。

社会福祉法第109条に基づく
事業（社会福祉を目的とする
事業の企画及び実施、社会福
祉に関する活動への住民の参
加のための援助、社会福祉を
目的とする事業に関する調
査、普及、宣伝、連絡、調整及
び助成等）を恒久的に維持達
成する。

①法律相談・心配ごと相
談利用者数
②ボランティア活動保険
加入斡旋者数
③社協だより発行部数
（年４回発行）

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

16.誰もが安心
して暮らせる地
域共生社会の実
現

(1)
地域福祉補助事業
【民生委員児童委員協
議会補助金】

民生委員・児童委員の活動が円滑に行
われるよう、地域の見守り活動等に対し
補助金を交付する。

高齢者や子供が安全で安心し
て暮らせるように継続して民生
委員児童委員の研修や意見
交換を行うことで、地域住民へ
の寄り添い、見守り対応の向上
を図られる。

民生委員児童委員協議
会
参加延べ人数

福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

16.誰もが安心
して暮らせる地
域共生社会の実
現

(2)
生活困窮者自立支援事
業

生活困窮者等の複合的な課題に対応す
る包括的な支援体制を構築し、自立を支
援する。

生活困窮者を支援することで、
経済的、社会的に自立させる。

相談延件数 福
祉
事
務
所

健康・福祉・生涯学
習
地域共生

16.誰もが安心
して暮らせる地
域共生社会の実
現

(3)
社会福祉業務委託事業
【あったかふれあいセン
ター事業】

誰もが気軽に集いお互いに見守り支えあ
うことができる拠点整備を進める。

誰もが孤立することなく、住み
慣れた地域で安心して自分ら
しく暮らし続けることができる。

年間延べ利用数 福
祉
事
務
所
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(1) 香美市市民大学

対象を市内及び近隣市町村住民とし、
豊富な知識や教養を身につけ、豊かで
潤いのある社会を創造するための講座を
開催する。8月下旬から9月下旬にかけて
健康講座、人権講座(隔年)を含む講座
を中央公民館を会場として開催する。

市民が自ら学習の機会を見出
し、生涯の学びが地域に根差
す。

香美市市民大学受講率 生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(1) 市民セミナー

市民に内容豊かな学習の場を提供する
ことにより、日々の生活意欲の向上を図
ることや、受講者同士の親交の輪を広げ
ることをねらいとし、世代や男女の区別な
く広く開かれた講座を開催する。

多様な市民が学びたいテーマ
のセミナーなどが、自主的に開
催される。

市民セミナー受講率 生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(1) 地区公民館事業

繁藤・平山・香長・山田・明治・岩村・楠
目・片地・佐岡・美良布・物部の11地区
公民館で、地域の特性を生かした文化
展・高齢者学級・ウォーキング・各種ス
ポーツ教室などに取り組む。

多様な学びと交流の場を提供
し、住民の健康で豊かな暮らし
と持続可能な地域活動を実施
する。

各地区公民館事業の実
施回数

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(1) 図書館事業

経済的状況や環境に左右されることな
く、全ての市民に「知の再分配」と「情報
の公平なアクセス」を担保し、等しく『学
ぶ権利』と『楽しむ権利』を保障し、地域
全体の文化資本を豊かにするため図書
館資料の貸出しをする。

市民が経済的状況や環境に
左右されることなく、専門書や
実用書、文学など様々な図書
館資料を利用することにより、
等しく学び、楽しむ権利を享受
し、子どもから高齢者まで、全
世代が学び続ける環境が整
い、地域の教育力の底上げ
し、地域全体の文化資本を豊
かにする。

香美市の人口一人当た
り貸出冊数7点以上

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(2) 生涯学習フォーラム

高知工科大学、山田高等学校、小中学
校、市民団体、各種文化・スポーツ団体
等と連携し、学校や公民館、図書館、美
術館を会場として探究・学びの成果を市
民全体で共有する「生涯学習フォーラ
ム」を開催する。

市民が世代や所属を超えて集
い、多様な学びや活動に触れ
ることで、新たな発見や交流を
生み出し、地域全体の学びの
輪を広げ、生涯学習活動がま
ちづくりに寄与する。

①参加団体数
②来場者延べ数

生
涯
学
習
振
興
課
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（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(3) 香美市体育大会

男女バレーボール、ペタンク、ソフトボー
ル、卓球、バドミントン、ゲートボール、ソ
フトテニス、弓道を種目とする体育大会を
開催する。

大会を開催することで、参加者
の強健な体と明るく豊かな心
情を培うと共に、仲間同士の親
睦、交流の機会をつくる。

体育大会への参加者数
増加人数

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(3)
ファミリースポーツフェス
ティバル

健康で豊かな市民生活の形成を目指
し、市スポーツ推進委員の指導を主に、
レクリエーションスポーツイベントを開催
する。

小さな子供とその保護者だけ
でなく、若い人から高齢者まで
が参加できるイベントとしたい。

イベント参加者数の増加
人数

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(4) 香美市芸術祭

市民が身近に文化や芸術に触れ、鑑賞
する機会を提供するため、俳句、短歌、
写真、社交ダンス、芸能、文化展示、合
唱など、多岐にわたる芸術文化活動の発
表、鑑賞の場を設ける。

市民の芸術文化活動の成果を
発表する機会を提供し、その
鑑賞を通じて、新たな発見や
感動を分かち合う場を創出す
る。これにより、市民の芸術文
化活動への参加意欲を高め、
地域全体の文化芸術の発展さ
せる。

延べ参加者数（来場・出
展・出演） 生

涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(5) 美術館事業

美術館において、企画展及びその関連
企画や出前授業、ワークショップを開催
する。

文化及び芸術の振興、教育に
寄与するとともに、市民交流の
場を提供する。

企画展、ワークショップ、
出前授業の参加利用者
の合計人数。

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

17.学習とス
ポーツを通じた
自己実現と交流
の推進

(6) 中央公民館の維持管理

中央公民館は昭和55年建築であり、老
朽化が著しく進行しているため、長寿命
化大規模改修工事等の検討を行う。

老朽化した中央公民館の整備
方針を決定する。

未定 生
涯
学
習
振
興
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

18.地域文化の
保存と次世代へ
の継承

(1) 文化財保護事業

　地域に息づく貴重な文化財を未来へと
繋ぎ、地域の活性化と文化的な豊かさを
育むため、香美市の豊かな文化財を適
切に保護・活用し、伝統文化の継承・育
成に取り組む保存会等へ補助金を交付
する。

文化財の保存と活用の両立さ
せ、伝統文化が継承されてい
く。

補助金交付団体数 生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

18.地域文化の
保存と次世代へ
の継承

(3) 市史編纂事業

合併25周年に向け、行政資料をはじめ
歴史資料の整理・保存し、市民にとって
親しみのある、「香美市史」を編纂する。

2031年度までに「香美市史」を
編纂する。

香美市史の編纂の進捗
率

生
涯
学
習
振
興
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

19.多様な地域
間交流と多文化
共生の推進

(1)
姉妹都市交流事業（国
内）

姉妹都市（北海道積丹町、福井県あわら
市）との交流事業を実施している姉妹都
市友好都市交流推進協議会を運営す
る。

姉妹都市との市民レベルでの
交流を図ることで、異なる文化
や価値観の相互理解やシビッ
クプライドを醸成する。

交流事業への延べ参加
人数

地
域
創
生
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

19.多様な地域
間交流と多文化
共生の推進

(2) 国際交流事業

外国の姉妹都市等との国際交流を実施
している国際交流協会を運営する。
また、学生間の国際交流を支援する。

国際交流を図ることで、異なる
文化や価値観の相互理解が
進み、多文化共生社会を目指
す。

国際交流協会の会員数 地
域
創
生
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

19.多様な地域
間交流と多文化
共生の推進

(2) 日米草の根交流サミット

ジョン万次郎生誕250年を祈念して高知
で開催される「日米草の根交流サミット」
で来高されるアメリカ人を受け入れる。

草の根交流を通じて、将来的
なインバウンド観光客の増加
や学生や地域住民の国際感
覚を醸成する。

受け入れるホストファミ
リー数

地
域
創
生
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) 人権啓発事業

じんけんフェスティバルで人権学習・啓
発の実施、人権の花運動の実施、じんけ
んカレンダーの作成を行う。

市民の人権意識が向上する。 じんけんフェスティバル
の来場者数

総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) 啓発活動

関係団体とともに、イベント時の啓発物の
配布や立哨を行う。その他、人権看板設
置やのぼり旗の掲揚を行う。

住民の一人ひとりが、人権問
題を正しく理解する。

啓発物の配布数
総
務
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) 交流事業

地域間・世代間・障害者・外国人等の交
流の場として、体験教室等を行う。

多様な市民間の相互理解を深
め、差別意識や偏見を解消す
る。

教室の回数 総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) デイサービス事業

日常生活訓練・社会適応訓練・創作活
動・人権学習・交通安全学習等を実施す
る。

地域の高齢者が社会的に孤
立せず、身体機能、認知機能
を維持、向上させ生きがいを
持って生きていける。
家族の身体的、精神的負担が
軽減する。

①年間実利用数
②出席率

総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) 人権教育推進事業

人権教育推進のため、市内各所で研
修、講演会等を開催する。

多様な世代の市民が人権に関
する理解を深め、日常生活の
中で人権を尊重する意識を醸
成し、差別や偏見のない共生
社会の実現する。

①人権啓発映画上映会
延べ参加人数
②まごころサークル学習
会延べ参加人数

総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(1) 男女共同参画事業
男女共同参画社会の実現を目指し、市
民への啓発を行うための学習会等の実
施する。

性別にかかわりなく、その個性
と能力を発揮できる社会とな
る。

学習会の参加者数 総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(2) 相談事業

福祉の向上及び人権啓発の交流拠点と
して生活上の各種相談事業を実施する。

多岐にわたる相談内容に対応
できる窓口を備える。

相談員数

総
務
課

健康・福祉・生涯学
習
生涯学習

20.人権尊重の
意識醸成と男女
共同参画の推進

(3) 施設整備事業

ふれあい交流センターの移転建替え及
び宝町集会所との機能統合のために黒
土集会所の改修を実施する。

安全性と機能性を確保した施
設整備を図る。

進捗率
総
務
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(1)
災害情報伝達体制強化
事業

防災行政無線システム（屋外スピーカ・
戸別受信機）及び通信衛星等の基盤に
ついて、定期的な保守点検や老朽化対
策を行い、24時間365日常に安定した作
動環境を維持する。

災害時に迅速かつ確実な緊急
情報を市民へ提供する。

①防災行政無線システ
ムの稼働率
②高知県総合防災情報
システムの操作訓練（年
1回以上）

防
災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(2) 住宅耐震診断事業

昭和56年5月31日以前に建築された木
造住宅の耐震診断を実施し、その費用
を補助する。

市内に存ずる住宅の耐震化率
100％

本事業を活用して実施
する耐震診断件数

住
宅
政
策
課
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（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(2)
非木造住宅耐震診断補
助金

昭和56年5月31日以前に建築された非
木造住宅の耐震診断を実施し、その費
用の一部を補助する。

市内に存ずる住宅の耐震化率
100％

補助件数 住
宅
政
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(2)
住宅耐震改修設計費補
助事業

耐震診断の結果、倒壊のおそれがあると
判断された住宅に対して耐震改修設計
に係る費用の一部を補助する。

市内に存ずる住宅の耐震化率
100％

補助件数 住
宅
政
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(2)
住宅耐震改修費補助事
業

耐震診断の結果、倒壊のおそれがあると
判断された住宅の耐震改修工事に係る
費用の一部を補助する。

市内に存ずる住宅の耐震化率
100％

補助件数 住
宅
政
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(3) ブロック塀等対策事業

地震発生時に倒壊し、避難路を塞ぐおそ
れのあるブロック塀の撤去、改修に係る
費用の一部を補助する。

地震発生時に人的被害をもた
らすブロック塀等をなくす。

補助件数 住
宅
政
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(3) 老朽住宅除却事業

地震発生時に倒壊し、避難路を塞ぐおそ
れのある老朽化した住宅、住宅密集地に
あり、近隣の土地等に被害を及ぼす老朽
化した住宅の除却に係る費用の一部を
補助する。

地震発生時に人的被害をもた
らす老朽住宅をなくす。

補助件数 住
宅
政
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(4)
災害医療資材購入
（JM3等災害医療用資
機材の整備）

災害発生時における医療救護所開設の
際に使用する医療資材を整備（点検・入
れ替え・再滅菌処理等）する。

医療救護所開設時に安心・安
全な医療資材が使用できる。

医療救護所の新設数
健
康
推
進
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(5) 非常食・物資等備蓄

地域防災計画記載の目標数量の備蓄物
資の整備に向け、非常食及び物資等を
備蓄する。

災害発生直後に必要な緊急
物資を確保する。

目標備蓄数
①非常食
②飲料水

防
災
対
策
課
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当
課
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社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(5) 災害時応援協定の締結

南海トラフ地震等の大規模災害時に備
え、食料品・医薬品・日用品などあらゆる
業者と協定を締結

既存の応援協定において、確
実な連絡体制を確立・維持し、
協定情報の最新性を担保され
る。

①最新の連絡先の情報
が登録されている割合
②年間1回以上のコンタ
クトが実施されている既
存協定先の割合

防
災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(6) 個別避難計画策定

大規模災害に備えて、災害時避難行動
要支援者名簿や個別避難計画の整備を
進める。

災害が発生した際に、自ら避
難することが困難な方に対し
て、迅速に避難支援が実施で
きる。

個別避難計画作成者数 福
祉
事
務
所

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(7) 福祉避難所の整備

災害時の福祉避難所の確保及び整備を
進めるために、福祉避難所の整備や運
営訓練に要する経費を補助する。
また、福祉避難所の開設運営訓練を実
施する。

災害時に必要な福祉避難所が
確保される。福祉避難所が滞り
なく機能できるようになる。

①香美市内おける福祉
避難所数
②福祉避難所開設運営
訓練が実施された事業
所数

福
祉
事
務
所

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(8)
自主防災組織活動支援
事業

地域における防災活動の主体となる自
主防災組織の育成及び活性化並びに消
防団との連携強化を図るとともに、防災
活動に必要な施設及び資機材の整備に
係る補助金を交付する。

自主防災組織を活性化し、市
民の防災意識と実践能力を向
上させることで、災害時に行政
支援が届くまでの自律的な共
助体制が確立できる。

①再整備申請数
②新規整備申請数 防

災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(9) 防災訓練推進事業

地域における防災活動の主体となる自
主防災組織の育成及び活性化並びに消
防団との連携強化を図るとともに、防災
訓練や防災学習等の自主防災組織の活
性化につながる事業の実施に必要な費
用に対し補助金を交付する。

市民の防災意識と実践能力を
向上させることで、災害時に行
政支援が届くまでの自律的な
共助体制が確立できる。

自主防災組織活性化補
助金申請数 防

災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(10) 防災啓発事業

出前講座や広報等を通じて、災害に関
する普及啓発を行う。

市民の災害に対する防災意識
を高揚させ、災害発生時の被
害減少と早期復旧に繋げる。

① 出前講座の実施
② 市内保育施設・小学
校・中学校を対象とした
起震車派遣の実施

防
災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(11) 広域避難事業

高知市・香南市との広域避難協定（令和
7年12月22日締結）に基づき、津波浸水
域からの避難者を迅速かつ安全に受け
入れるための体制や運営マニュアルの
整備、合同訓練等を行う。

市域を越えた広域的な防災
ネットワークの実効性が高まり、
大規模災害時における市外か
らの避難者の円滑な受け入れ
と安全確保ができる。

①合同訓練の実施回数
②広域避難マニュアル
の更新回数

防
災
対
策
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

社会基盤
防災・安全

21.防災・減災
対策の推進

(12) 受援体制整備事業

民間宿泊施設等を要配慮者等の避難先
や外部からの応援職員の活動拠点とし
て活用するため、民間団体との連携・協
定締結を進め、受援環境を整える。

外部からの人的・物的な支援
を円滑に受け入れ、災害時に
おいても応援職員等が迅速か
つ継続的に活動できる環境が
構築され、復旧・復興を加速さ
せることができる。

応援・受援に関する協定
締結数

防
災
対
策
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(1)
分団屯所建設事業
（分団屯所耐震化）

老朽化が激しく、耐震性を有していない
分団屯所の建替える。

全ての分団屯所（19ヵ所）を耐
震性を有している建物に建て
替える。

耐震化済数 消
防
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(2)
消防防災施設整備事業
（耐震性貯水槽）

大規模地震発生後も消防水利として利
用可能な耐震性貯水槽の整備を行う。

設置率を100％にする 耐震性貯水槽設置率 消
防
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(2)
消防防災設備整備事業
（高規格救急自動車）

配備から8年が経過し、経年による車両
性能の低下が見られる車両を対象に、車
両を更新する。

突発的な事故をなくす 高規格救急自動車の平
均更新サイクル
※平均更新サイクルと
は、各車両の購入からの
年数の合計値を車両台
数で除したもの。

消
防
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(2)
消防防災設備整備事業
（消防ポンプ自動車更
新）

配備から17年が経過し、経年による車両
性能の低下が見られる車両を対象に、車
両を更新する。

突発的な事故をなくす ポンプ自動車平均更新
サイクル
※平均更新サイクルと
は、各車両の購入からの
年数の合計値を車両台
数で除したもの。

消
防
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(2)
消防防災設備整備事業
（消防団車両更新）

経年により故障等の発生が危惧される分
団配備の消防ポンプ自動車、積載車、
小型動力ポンプを更新する。

突発的な事故をなくす 分団配備の自動車平均
更新サイクル
※平均更新サイクルと
は、各車両の購入からの
年数の合計値を車両台
数で除したもの。

消
防
課

社会基盤
防災・安全

22.消防・救急
体制の充実

(3) 消防団員確保事業

消防本部及び消防団が、SNSやイベント
を通じて継続的に入団勧誘を実施する。

消防団員の定数を確保し、消
防団の組織体制を維持する。

年間新規入団者数 消
防
課

社会基盤
防災・安全

23.交通安全・
防犯対策の充実

(1)
香美市交通安全推進事
業

交通安全の啓発を行う。 香美市内の死亡事故、重傷事
故　0件

運転免許返納件数 防
災
対
策
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

社会基盤
防災・安全

23.交通安全・
防犯対策の充実

(2) 消費生活対策

高齢者等を危険な詐欺等の手口から守
り、消費安全を図ることを目的に、消費生
活相談員を雇用し、消費者相談を受け
付ける。

安全で、安心した消費活動を
行うことができる地域となる。

地域への消費者相談窓
口の周知活動数

商
工
観
光
課

社会基盤
社会インフラ

24.持続可能で
利便性の高い地
域交通の確保

(1) 路線バス運行維持事業

路線バスの運行を維持するため、輸送人
員の減少等により運行維持が困難となっ
ている路線に対し、補助金の交付や、路
線バス運行業務を委託する。

現在運行されている民営バス
の路線数（３路線）が維持され
る。

事業年度あたりの輸送人
員（前年度比で維持）

地
域
創
生
課

社会基盤
社会インフラ

24.持続可能で
利便性の高い地
域交通の確保

(2) 市営バス運行事業

民営の路線バスが廃止となった区間及
び既存のバス停等から遠い地域におい
て、市営バスを運行する。

民営ではケアできないエリアに
おいて、バスによる移動手段を
確保することで、誰もが通院や
買い物等の日常生活を維持で
きる。

事業年度あたりの輸送人
員（前年度比で維持）

地
域
創
生
課

社会基盤分野
社会インフラ

25.将来都市像
の実現に向けた
空間の形成

(1) JR土佐山田駅周辺開発

JR土佐山田駅及び周辺におけるまちづ
くりについて検討する。

JR土佐山田駅及び周辺を活
性化する。

JR土佐山田駅周辺まち
づくり基本計画策定状況
の進捗率

住
宅
政
策
課

社会基盤分野
社会インフラ

25.将来都市像
の実現に向けた
空間の形成

(2) 地籍調査事業

土地所有者等の立会を得て、所有者、
地番、地目、筆界（土地の地番境界）を
調査、確定させる地籍調査を進める。

調査対象面積391.98㎢に対
し、調査進捗率が100%となる。

調査対象面積に対する
調査進捗率

住
宅
政
策
課

社会基盤
社会インフラ

26.道路網の整
備と適切な維持
管理

(1) 国道・県道の改良促進
地域の基幹交通路である国道195号及
び各県道の改良を促進する。

市が希望する国道・県道の改
良工事が実施される。

要望書の提出件数 建
設
課

社会基盤
社会インフラ

26.道路網の整
備と適切な維持
管理

(2)
道路改良事業
（道路ネットワーク）

円滑な交通を強化し、生活と経済活動を
支える基盤を確立するため、道路ネット
ワークの形成を図る。

地域間アクセスを改善し、市民
の日常生活における利便性が
向上し、地域コミュニティが活
性化される。

道路拡幅改良工事路線
数

建
設
課

社会基盤
社会インフラ

26.道路網の整
備と適切な維持
管理

(2)
道路改良事業
（防災・安全）

道路構造物や道路施設の老朽化、長寿
命化対策や大規模災害に備え、緊急車
両の通行路確保のため、計画的な点
検、維持工事、拡幅工事を実施する。

市民の安全・安心と持続可能
な地域運営を支える道路イン
フラを実現する。

路面の破損等に起因す
る賠償補償件数

建
設
課
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（項目）

大分類
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施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
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（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

社会基盤
社会インフラ

27.強靭な水道
インフラの整備

(1)
上水道送水管耐震化更
新事業

水源地から配水池までの送水管（300ｍ
ｍ　L=3.6km及び配水管L＝2.0ｋｍ）を耐
震管へ更新する。

上水道事業における送水管の
耐震化率を100%にすることで、
大地震後の断水地域を減らす
と同時に災害復旧の迅速化を
図る

送水管の耐震化率 上
下
水
道
局

社会基盤
社会インフラ

27.強靭な水道
インフラの整備

(1) 簡易水道基幹改良事業

安定した水道水の供給を目的に、老朽
化施設等の更新工事を実施する。

簡易水道事業における配水池
の耐震化率85%

配水池の耐震化率 上
下
水
道
局

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(1)
物部川流域ふるさと交
流推進協議会

物部川流域の調和のある発展を目指し、
流域３市の交流事業（環境学習バスツ
アーや清掃活動）を行う「物部川流域ふ
るさと交流推進協議会」を運営する。

物部川を共有財産として捉え
る流域住民の交流を促進する
ことで、上流から下流までが一
体となった環境意識が高まり、
河川環境が改善される。

交流事業への延べ参加
人数

地
域
創
生
課

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(1)
森林経営管理事業委託
業務

森林区分図で木材生産を主軸とする林
業経営が成り立ちにくい森林と判断した
区域（対象区域）において、森林経営管
理制度に基づく意向調査の結果、市に
経営管理を委ねられた森林と寄附を希
望された森林のうち整備が必要な森林に
ついて所有者と協定を締結し、市主導で
林床植生の発達した人工林や渓畔林な
どの目標とする森林に近づけるための森
林整備を行う。

森林所有者の森林整備への
認識が高まり、対象区域で整
備が必要な森林において、所
有者自身が管理できない場合
は市へ経営管理を委ねること
で適正な森林整備が行われ
る。

実施面積

農
林
課

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(2)
合併処理浄化槽設置補
助事業

合併処理浄化槽の普及促進を図るた
め、設置に要する経費を補助する。

生活雑排水未処理人口が
20.5％未満となる。

各年度における補助金
を活用した合併浄化槽
の設置基数

環
境
課

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(3)
生ごみ処理容器設置補
助事業

市内の各家庭から排出される生ごみの
減量・資源化を促進するため、生ごみ処
理容器の購入に係る費用の一部を補助

市民一人当たりが排出する可
燃ごみの量が、年間161㎏以
下となる。

生ごみ処理容器の導入
基数

環
境
課

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(4)
かみんぐBABY木のギフ
ト

乳幼児とそのご家族へ市産材を使用し
たおもちゃと木製品をプレゼントする。

乳幼児とそのご家族が木を身
近に使っていくことを通じて、
木や森林に関心を持つ。

木のギフトプレゼントの申
込率

農
林
課
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（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要
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（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

社会基盤
環境推進

28.自ら行動す
る環境活動の推
進

(5) 危険木伐採支援事業

倒木被害から住民の生活を守るため、住
家や公道周辺に被害を及ぼすおそれの
ある高木の伐採等に対する支援を行う。

森林・樹木の所有者が管理責
任を認識し、快適な生活環境
が維持される。

補助事業活用件数
農
林
課

横断的取組
共創

29.協働のまち
づくりの推進

(1)
広報誌・SNS等による情
報発信

「住民へのきめ細やかな情報提供」、「行
政の透明性・信頼性の向上」、「住民参
加の促進」、「地域の一体感の醸成」、
「災害時などの危機管理」といった地域
の発展と住民福祉の向上に貢献するた
め、多様なツールを適切に使い分け、組
み合わせることで、より効果的な広報活
動を実施する。

市政に関する情報を分かりや
すく、適時・適切に発信するこ
とで、住民の行政に対する理
解と信頼を深め、利便性を向
上させるとともに、必要な情報
を確実に届けることで、協働の
まちづくりが実現する。

香美市公式ホームぺー
ジが表示された回数
（PV）

総
務
課

横断的取組
共創

29.協働のまち
づくりの推進

(2) 行政連絡会

市内全自治会長と市執行部、市議会議
員らが一堂に会し、香美市からの報告や
市の課題について考える行政連絡会を
開催する。

行政と市民の交流が活発にな
り市政を市民に理解してもらう
場、市民の声を行政に届ける
場にする。

全３会場での自治会長
の参加者数

地
域
創
生
課

横断的取組
共創

29.協働のまち
づくりの推進

(2) まちづくり委員会

市民のまちづくりへの参画を促し、協働
のまちづくりを推進するため、団体の代
表や公募の委員により香美市の抱える
様々課題について協議を行う。

まちづくり委員会での協議され
た結果が、市の施策に反映さ
れる。

委員会の実施回数 地
域
創
生
課

横断的取組
共創

29.協働のまち
づくりの推進

(3) 地域活性化総合補助金

自治会及び市民団体が地域の振興、福
祉の向上並びにコミュニティの形成及び
運営を図るため、産業経済、文化・交
流、社会生活機能の向上を図るために
実施される事業に要する経費の一部に
対し、予算の範囲内において補助金を
交付する。

地域社会の継続と発展のため
に、地域住民が積極的に地域
課題に対して取り組める仕組
みを提供する。

地域が積極的に地域課
題に取り組んだ回数。

地
域
創
生
課

横断的取組
共創

29.協働のまち
づくりの推進

(3)
提案型市民主役事業費
補助金

市長が定めるテーマに基づき、市民の自
由な発想による公益事業に補助金を交
付する。市民主体の活動や多様な連携
を支援し、地域活性化と「市民主役のま
ちづくり」を推進するものである。

市民の自主的な活動を促し、
多様な主体の協働による創造
的で活力ある地域社会を実現
する。

提案型市民主役事業に
よる述べ受益者数

地
域
創
生
課
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当
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KPI（重要業績評価指数）

横断的取組
共創

30.高知工科大
学と連携した地
域課題の解決

(1)
高知工科大学との連携
事業

高知工科大学との連携協定を基に、連
携事業を展開する。
香美市・高知工科大学連携協議会を軸
に、個別の研究成果の地域還元から学
生生活支援まで幅広く取組を進める。

高知工科大学の専門的な知
見を活かし、市が抱える課題
解決や地域産業の振興を図
る。

大学との新規連携事業
数

地
域
創
生
課

横断的取組
共創

30.高知工科大
学と連携した地
域課題の解決

(2)
高知工科大学地域活動
奨励事業費補助金

高知工科大学及び同大学生による地域
貢献に寄与する継続的な活動を支援す
る。

特色ある選ばれる大学となるこ
とを目指す。

活動した高知工科大学
生数（延べ）

地
域
創
生
課

横断的取組
行政改革

31.持続可能な
行財政運営の確
立と経営基盤の
強化

(1)
個人版ふるさと納税事
業

個人版ふるさと納税（香美市まちづくり寄
附金）額の増加につながる施策を展開す
る。

ふるさと納税による寄附額が増
加することで、必要な財源が確
保できる。

寄附金額 商
工
観
光
課

横断的取組
行政改革

31.持続可能な
行財政運営の確
立と経営基盤の
強化

(1)
企業版ふるさと納税事
業

企業版ふるさと納税の寄附の受け皿とな
る「地域再生計画」を策定し、寄附を募
る。

企業版ふるさと納税を活用して
新たな財源を確保し、地域再
生計画に位置付けた事業の着
実な実施につなげる。

寄附件数
財
政
課

横断的取組
行政改革

31.持続可能な
行財政運営の確
立と経営基盤の
強化

(3)
公共施設マネジメント事
業

人口減少や施設の老朽化、利用状況等
を踏まえ、施設の適正配置と保有量の適
正化を図る。利用率が低い施設や老朽
化した施設等については、施設の統廃
合、複合化、機能集約、用途転用、除却
等を検討するとともに、民間活力の活用
が有効な施設については、PPP／PFI等
の導入の可能性を検討する。

市有財産の有効活用と施設の
効率的な管理運営を図ること
で、財政負担が軽減させる。

建物系公共施設延べ床
面積

財
政
課

横断的取組
行政改革

32.地域ＤＸの
推進

(1) フロントヤード改革

行政手続きのオンライン化、電子化を推
進するための調整を行う。

主な行政手続きをオンライン化
することで、市民が「行かない
窓口」を実現する。

行政手続きをオンライン
化のための検討会開催
数

地
域
創
生
課

横断的取組
行政改革

32.地域ＤＸの
推進

(1)
行政事務のDX・AX推
進

ICTやAIを活用した業務が実施できるよ
うに環境整備を実施する。

行政事務のDX・AXを実現する
ことで業務の効率化を図る。

生成AIを利用した職員
数

地
域
創
生
課
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指標
（項目）

大分類
中分類

施策 事業名
事業概要

（誰が、何を、何に（誰に）、どのように）
事業目的

（ゴール：目指している状況）

担
当
課
等

施策
内容
番号

KPI（重要業績評価指数）

横断的取組
行政改革

31.持続可能な
行財政運営の確
立と経営基盤の
強化

(1) 職員研修

こうち人づくり広域連合等を活用し、専門
研修に参加する。
職員研修計画に基づく、全体研修を実
施する。

職員研修等を通じて、業務に
必要な知識・技能を習得し、変
化する行政課題や住民ニーズ
に柔軟かつ的確に対応できる
職員が育つ。

専門研修への出席率

総
務
課

横断的取組
行政改革

32.地域ＤＸの
推進

(2)
人事評価結果の活用推
進

限られた人員体制で持続可能かつ質の
高い行政サービスを提供するため、「人
事評価結果」と「定員管理（組織・人員配
置）」を連動させたマネジメント体制を構
築する。

評価と配置の仕組みが、職員
のやる気や組織への信頼につ
ながる。

人事関係申告書の「自
分の能力や実績が、人
事評価やその後の配置
に正しく反映されている
と感じるか」の項目に「そ
う思う・どちらかといえば
そう思う」と回答した職員

総
務
課
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